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（総則）
令和4年度串本町病院事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
業務の予定量は、次のとおりとする。
病床数 （令和4年7月から114床の予定）
介護医療院定員 （令和4年7月から開設予定）
年間患者・入所者数

一日平均患者・入所者数

主な建設改良事業
器械備品購入費

（収益的収入及び支出）
収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（資本的収入及び支出）
資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 49,027千円は、過年度分

損益勘定留保資金 43,391千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 5,636千円により補填するものとする。）

10人

介護医療院
外 来
入 院

1,918人

入 院
外 来
介護医療院 7.0人

第 2項

61,000千円

88.6人
238.5人

32,351人
57,958人

収 入
第 1款 2,025,702千円

396,644千円

支 出

他 会計 補 助金
他 会計 出 資金第 3項

企 業 債
資 本 的 収 入 第 1款

第 1項
121,796千円

130床（1）

第 1項

第 1項
第 2項
第 3項

第 1款

第 4 条

第 3項

62,000千円

令和4年度　串本町病院事業会計予算

（2）

30,500千円
60,296千円

4千円

19,890千円
企業 債償還金

議 案 第 33 号

第 2 条

第 1 条

（3）

3,000千円

支 出

第 4項

収 入

31,000千円

（4）

建 設 改 良 費
資 本 的 支 出

病 院 事 業 収 益
医 業 収 益

特 別 利 益
医 業 外 収 益

3千円特 別 損 失

第 2項
第 3項

2,212,339千円
24,693千円医 業 外 費 用

医 業 費 用
第 1款
第 1項
第 2項

投 資

170,823千円

第 3 条

1,629,054千円

85,933千円

2,237,035千円病 院 事 業 費 用

健全化資金償還金



（企業債）
起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）
一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内での各項の流用ができるものとする。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の金額に流用し、

　　　又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（他会計からの補助金）

（たな卸資産購入限度額）

串 本 町 長　　田　嶋　勝　正

起債の方法
第 5 条

第 9 条

医療機器等整備事業

（2）

30,500千円

第 10条

（1）

償還の方法

第 8 条

職員給 与費 1,192,365千円
3,000千円

令 和 ４年 ３月 ７日 提 出

利率

普通貸借
又は

証券発行

交 際 費

政府資金については、その融資条件に従う。その他の
資金については借入先と協定するものとする。但し、
財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮し、若
しくは繰上償還又は低利に借り換えることができる。

4.0％以内（但し、利率見直し方式で借入れ
る政府資金、銀行等引受資金及び地方公共団
体金融機構資金について、利率見直しを行っ
た後においては、当該見直し後の利率）

起債の目的 限度額

（1）

第 7 条

第 6 条

たな卸資産の購入限度額は、354,300千円と定める。

営業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、241,799千円である。



収益的収入及び支出
収　入 （単位：千円）

支　出 （単位：千円）

項 目

その他医業収益

1

5,800

4 雑損失 922

1 支払利息 14,971

2 患者外給食材料費 3,000

材料費 354,300

2,237,035

医業費用 2,212,339

449,021

165,073

2,100

2

1

2 医業外費用 24,693

3 消費税及び地方消費税

6 研究研修費 7,000

3 貸倒引当金戻入益 1

目 予定額 備考

8,2016 その他医業外収益

その他特別利益 1

3 経費

4

1 固定資産売却益

4

長期前受金戻入益

（１）

3 県補助金

1 受取利息配当金

患者外給食収益

4 負担金交付金

特別利益3

396,644

1

5

124,169

病院事業収益

1 医業収益

備考

2

66,739

181,503

3 介護医療院収益 21,098

455

7

2,025,702

令和4年度　串本町病院事業会計予算実施計画

予定額

1,629,054

賞与引当金戻入益

他会計補助金

137,345

2,400

入院収益 998,225

2

2 医業外収益

1

485,5622 外来収益

1

4

1 病院事業費用

款 項

1

減価償却費

5 資産減耗費

1 給与費 1,234,845

4

款



資本的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

支　出 （単位：千円）

備考

3,000

60,296

3 健全化資金償還金 19,890

1 健全化資金償還金 19,890

3 他会計出資金 31,000

1 資本的支出 170,823

建設改良等企業債償還金 85,933

62,000

1

2

31,000

61,000

1

款

他会計出資金

（２）

2 有形固定資産購入費

1

予定額 備考

他会計補助金

1 建設改良費

1 修学資金貸付金 3,000

建設改良費

4 投資

款

1 資本的収入

3 特別損失 3

1 企業債 30,500

目

1

1,000

2

2 固定資産除却費

他会計補助金

1

1 企業債 30,500

企業債償還金 85,933

項

60,296

項 目 予定額

121,796

1 固定資産売却損 1

3 その他特別損失 1



事業活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失

減価償却費

固定資産除却費

医療職確保費用

退職給付引当金増加額

賞与引当金増加額

修繕引当金の増加額

貸倒引当金増加額

共済組合負担金引当金増加額

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

営業及び営業外未収金減少額

たな卸資産の減少額

営業及び営業外未払金・未払費用増加額

前払金・前払費用減少額

前受金・仮受金増加額

その他流動負債の増加額

その他流動資産の減少額

小　　計

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

業務活動によるキャッシュ・フロー①

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで)

令和4年度　串本町病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 66,739,000

△ 237,762,396

165,073,000

607,000

0

0

0

0

△ 75,623,095

Ⅰ

0

△ 60,653,095

0

101,000

14,971,000

△ 1,000

2,002,000

1,876,032

△ 645,000

1,000

△ 14,971,000

19,563,740

40,403,529

（３）

△ 103,000



投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得額・建設改良事業等実施額

他会計負担金による収入

他会計借入金による収入

他会計補助金による収入

固定資産売却による収入

国庫補助金による収入

県補助金による収入

町補助金による収入

寄付金による収入

修学資金貸付金返還金

投資活動に伴う未収金等の債権の減少額

投資活動に伴う未払金等の債務の増加額

投資活動によるキャッシュ・フロー②

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債による収入

その他の企業債の償還による支出

他会計借入金による収入

他会計借入金の償還による支出

リース債務の支払

一時借入による収入

一時借入金の返済による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー③

現金預金の増減額　④＝①+②+③

現金預金の期首残高

現金預金の期末残高 （４）31,027,151

30,500,000

△ 85,932,378

0

△ 19,889,057

0

0

31,000,000

△ 44,321,435

△ 119,012,166

150,039,317

0

932,364

0

0

△ 59,363,636

0

0

0

0

0

Ⅲ

0

Ⅵ

Ⅴ

Ⅳ

Ⅱ

0

0

0

60,296,000

0



収益的収入及び支出
収　入
款1　病院事業収益 項1　医業収益 （単位：千円）

項２　医業外収益 （単位：千円）

項３　特別利益 （単位：千円）

医療相談収益

3 介護医療院収益 21,098 0 21,098 1 介護医療院収益 21,098

節

3 県補助金 455 455 0 1 県補助金 455

66,739

区分

（５）

備考

11,110

預金利息

患者外給食収益

23,513

1 0 1

不用品売却収益
8,200

1

1

4

115,709

△ 100

370,208

25,831

396,644計

8,2016

本年度

59,608 7,131

1 貸倒引当金戻入益 10

4

8,301

1 固定資産売却益

目

4 その他特別利益 1

　長期前受金戻入益

前年度 比較
節

0 1 その他特別利益
1

令和4年度　串本町病院事業会計予算説明書

631
1

39,688

備考

県補助金

国庫補助金

2,400

区分

2 古座川町負担金

目
金額

1

37,900

29,798

26,436

4

他会計補助金

比較

金額

1 485,562
998,2250 1

その他医業収益

998,225

1 1 0 1

1

入院収益
2

入院収益
外来収益

998,225

本年度

1

0

1,605,541

2,129

5

3

179,374

その他医業収益

負担金交付金

2,400

1

固定資産売却益 1

患者外給食収益
その他医業外収益

7

137,345 120,069 17,276

その他医業外収益

136,7144 他会計負担金

5

2 賞与引当金戻入益 1
13 貸倒引当金戻入益

長期前受金戻入益

2

3 町補助金

備考
区分

1,629,054

29,811
1

前年度 比較

124,169

1
181,503 1

本年度 前年度

4
公衆衛生活動収益

節

7,820

2 室料差額収益

金額

△ 6,045

1
181,503

2,400

1
他会計補助金

1

2
受取利息配当金

計

1

8,950

491,607外来収益

目

1

485,562

8,460 他会計負担金

0 賞与引当金戻入益 1

0計

　長期前受金戻入益

　長期前受金戻入益

2



支　出
款１　病院事業費用 項１　医業費用 （単位：千円）

給与費

比較

58,524

28,491

医療技術員賞与引当金繰入額

看護師賞与引当金繰入額

管理者給

退職給付引当金繰入額

269,502

金額

医師給

看護師給

事務員賞与引当金繰入額

10,938

1,877

7 賞与引当金繰入額 58,038 管理者賞与引当金繰入額

医療技術員手当

事務員手当

121,423

90,833

67,563

医師手当 111,149

129,236

1,234,845
( 11名)

本年度

( 40名)

( 40名)

目

1 1名)

医療技術員給

共済組合負担金

管理者手当

11,334

5

退職給付費用 75,246

事務員給

14,124

7,800

6

11,334

341,524

3 報酬 42,480

前年度
節

備考
区分

2 手当

87名)(

1,206,469 28,376 1 給料

看護師手当

（６）

公務災害保険料

11,297

893

労働保険料 281

31,151

9,034

8

社会保険料

4 法定福利費 147,928

共済組合負担金引当金繰入額

災害補償費 1,174

1,258

医師賞与引当金繰入額

共済組合負担金引当金繰入額

5,298

非常勤医師報酬

市町村総合事務組合負担金 51,369

136,990

市町村総合事務組合特別負担金 22,000

557,121 (



出張診療関係旅費

4 医療消耗備品費

報償費

下水道使用料 3,480

機器保守料 66,306

1,000

26,220

3

2
厚生福利費 7,019

2,400

2

3,000

64,563

3 器械備品減価償却費 93,807

非常勤医師他報償費

4 職員被服費

3 旅費交通費 8,413 7,759

981

医事委託料 62,394

施設維持委託料 47,402

施設設備保守料 3,635

2,286

委託料

11 修繕費

17,853

重油、車両燃料等

860

12,902

15

（７）

その他旅費 654

3,220

検査委託料 15,600

608

154,440

16 諸会費
交際費

貸倒引当金繰入額19

5 消耗品費 10,800

8

6 消耗備品費

材料費 1354,300 328,0802

14 通信運搬費

47,360
水道代

21,972 建物、器械備品他修繕費

35,480

4,200

4,200

13 賃借料

7 光熱水費

9 食料費 131

ガス代

5,794

12

10

燃料費 1,141

保険料 3,862

雑費 956

299,844

17
18

薬品費 165,480

印刷製本費

3 経費 449,021 440,842 8,179 1

診療材料費
給食材料費 31,980

4,487

機器賃借料 地代家賃

その他委託料 56,148

給食委託料 38,280

寝具委託料 10,079

電気代

各種手数料、車両公課費等

建物減価償却費4 減価償却費 165,073 166,534 △ 1,461 1
2 構築物減価償却費 6,412

4
5 資産減耗費 2,100 2,100 0 1

固定資産除却費 2,000
たな卸資産減耗費 100

2

車両減価償却費 291

12,385

その他賃借料



項２　医業外費用 （単位：千円）

項３　特別損失 （単位：千円）

資本的収入及び支出
収　入
款１　資本的収入 項１　企業債 （単位：千円）

不用品売却原価
1,000 1

1 1

1

（８）

24

6 研究研修費 7,000 7,000 0 1 謝金 300
2 図書費 1,200
3 旅費 2,000
4 研究雑費 3,500

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分 金額

計 2,212,339 2,151,025 61,314

1 支払利息 14,971 15,634 △ 663 1 企業債利息 14,771 14,747

2 一時借入金利息 200
患者外給食材料費 3,000
消費税及び地方消費税 5,800

2 患者外給食材料費 3,000 3,000 0 1
3 消費税及び地方消費税 5,800 4,800

固定資産除却費 1

4 雑損失 922 941 △ 19 1

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分 金額

2 その他雑損失 921
計 24,693 24,375 318

1 固定資産売却損 1 1 0 1 固定資産売却損 1
2 固定資産除却費 1 1 0 1

0 13 その他特別損失
計

その他特別損失 1
3 3 0

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分 金額

1 企業債 30,500 13,500 17,000 1 企業債 30,500
30,500 13,500 17,000計

建設改良等企業債
健全化資金



項２　他会計補助金 （単位：千円）

項３　他会計出資金 （単位：千円）

支　出
款１　資本的支出 項１　建設改良費 （単位：千円）

項２　企業債償還金 （単位：千円）

項３　健全化資金償還金 （単位：千円）

項４　投資 （単位：千円）

19,890
0 19,890

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分

計 19,890

（９）

金額

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分 金額

1 他会計補助金 60,296 46,892 13,404 1 他会計補助金 60,296
計 60,296 46,892 13,404

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分 金額

1 他会計出資金 31,000 17,740 13,260 1 他会計出資金 31,000

85,933 85,679 254 1 85,933

計 31,000 17,740 13,260

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分 金額

1 建設改良費 1,000 8,480 △ 7,480 1 工事請負費 1,000

建設改良等企業債償還金建設改良等企業債償還金

計 62,000 35,480 26,520

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分 金額

1

2 有形固定資産購入費 61,000 27,000 34,000 1 器械備品購入費 61,000 医療機器等購入費

目 本年度 前年度 比較
節

備考
区分 金額

計 85,933 85,679 254

1 修学資金貸付金 3,000 3,000 0 1 修学資金貸付金 3,000
計 3,000 3,000 0

1 健全化資金償還金 19,890 0 19,890 1 健全化資金償還金



給与費明細書

１．総括

職員数における（ ）書きは、短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。

（千円）

給与費

（千円）

4,177

3,044

（千円）

扶養手当

127 (51)

127 (51)

123 (46)

123 (46)

4 (5)

超過勤務手当

本 年 度
手
当
の
内
訳

本 年 度

区 分

前 年 度

比 較

勤勉手当

98,435

4 (5)

42,480

11,092

通勤手当

10,104

（千円）

宿日直手当

89,135

86,769

夜間勤務手当
（千円）

13,012 92,064

△ 18,695

570

50,337

賞与引当金
（千円）

4,470

比 較

住居手当 管理職手当
（千円）

17,900

休日勤務手当
（千円）

特殊勤務手当
（千円）

9,804

14,856

10,974

区 分

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員 0 △ 3,930

20,232

（千円）（千円）

△ 39

区 分

48,489

1,848

期末手当
（千円）

11,366前 年 度

退職手当

1,197 △ 281

467,711

467,945

△ 234

12,973

23,350

法定福利費 合計
計
（千円）

給料
（人）

一般職

467,945 143,751

143,751

467,711

（千円）

1,067,312

147,928

46,410 529,607

557,121

1,215,240
（千円）

（千円）

557,12142,480

1,187,713

4,177 27,527

資本勘定支弁職員

合　　　　計

前
年
度

比
較

58,038

58,682

△ 6442,366

46,410 529,607 467,945

27,514

（千円）

3,900

870

1

1

0

△ 234

20,513

0 △ 3,930 27,514

10,952

9,755 0

23,350 27,527

計

1,043,962

0△ 274

73,369

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

（千円）

108,239

報酬

1,067,312

（10）

△ 234

職員数

1,187,713

147,928

1,043,962損益勘定支弁職員

特別職
（人）

1

1合　　　　計

手当
（千円） （千円）

467,711

1,215,240



ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数における（ ）書きは、短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。

18,456

115 (3)

前
年
度

損益勘定支弁職員 1 46,410

報酬 手当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給与費

3,900 7,328 14,856

区 分
職員数

特別職

94,314

一般職 給料
法定福利費 合計

9,591 0

(11)

本
年
度

損益勘定支弁職員 1 42,480 447,966 429,195 919,641 129,597 1,049,238

資本勘定支弁職員

合　　　　計 1 42,480 447,966 429,195 919,641 129,597 1,049,238

115 (3)

429,327 430,303 906,040 125,164 1,031,204

資本勘定支弁職員

合　　　　計 1 46,410 429,327 430,303 906,040 125,164 1,031,204

111 (4)

111 (4)

比
較

損益勘定支弁職員 0 △ 3,930 18,639 △ 1,108 13,601 4,433 18,034

資本勘定支弁職員

合　　　　計 0 △ 3,930 18,639 △ 1,108 13,601 4,433 18,034

4 (△1)

4 (△1)

住居手当 通勤手当 管理職手当 夜間勤務手当 休日勤務手当 特殊勤務手当 超過勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 10,974 4,470 8,237 17,900 9,345 0 102,239 18,014

比 較 870 570 909 3,044 △ 246 0 7,925 △ 442

前 年 度 10,104

区 分
宿日直手当 期末手当 勤勉手当 賞与引当金 退職手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 12,090 67,303 50,337 58,038 70,248 429,195

前 年 度 12,128 65,042 48,489 58,682 87,413 430,303

比 較 △ 38 2,261 1,848 △ 644 △ 17,165 △ 1,108

手
当
の
内
訳

区 分
扶養手当



イ　会計年度任用職員

職員数における（ ）書きは、短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。

２．給料及び職員手当の増減額の明細

制度改正に伴う増減分
令和3年12月期末手当に係る調整額△5,837　異動等による33,083

給与費

比 較 △ 1 105 0 0 △ 1,530 874

本 年 度 883 21,832 3,121 38,516

前 年 度 884 21,727 4,651 37,642

比 較 0 0 288

区 分
宿日直手当 期末手当 勤勉手当 賞与引当金 退職手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手
当
の
内
訳

区 分
扶養手当 住居手当 通勤手当 管理職手当 夜間勤務手当 休日勤務手当 特殊勤務手当 超過勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 2,715 1,747 6,000 2,218

前 年 度 2,427 1,775 4,121 2,057

0 △ 28 0 161

△ 27,480

1,879

異動等による

区 分
職員数

法定福利費 合計
特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 0 109,155 38,516 147,671 18,331 166,002

資本勘定支弁職員

合　　　　計 0 0 109,155 38,516 147,671 18,331 166,002

12 (48)

12 (48)

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 0 100,280 37,642 137,922 18,587 156,509

資本勘定支弁職員

合　　　　計 0 0 100,280 37,642 137,922 18,587 156,509

12 (42)

12 (42)

△ 256 9,493

資本勘定支弁職員

合　　　　計 0 0 8,875 874 9,749 △ 256 9,493

0 (6)

0 (6)

比
較

損益勘定支弁職員 0 0 8,875

職員手当 △ 234
期末 △5,958　退職△21,522

（12）その他の増減分 27,246

区 分
増減額 増減事由別内訳

説　　明 備　　考
（千円） （千円）

給 料 27,514

給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 3,397 平均昇給率 0.77％

その他の増減分 24,117

874 9,749



３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初任給

（注）医師・看護師・医療技術員は、国の制度による。

（３）級別職員数

10.0

4.5

１級
28.0 ２級 2 20.0

3.1 ６級 1 4.0 ６級 1
５級 4 40.0 ５級 5 7.7 ５級 3 12.0 ５級 1 10.0
６級 ６級 2

３級
４級 4 40.0 ４級 7 10.8 ４級 5 20.0 ４級 3 30.0

計 10 100.0 計 65 100.0 計 25 100.0 計 10 100.0

1 10.0 ３級 32 49.2 ３級 9 36.0 ３級 3 30.0

1,214,891 355,224

事務員

短 大 ３ 卒

１級

48.5 44.9 41.9 45.5平 均 年 齢 （歳）

516,090
医療技術員

令和４年１月１日 現在
平均給料月額（円）

（円）

構成比(％)

平均給与月額（円） 1,218,006

３級

1

1 10.0 32 47.6
４級

429,900

353,643

182,200

令和３年１月１日 現在
平均給料月額（円） 517,970 291,786

36.4

3 4.6 １級

平均給与月額（円）

看護師
293,237

事務員

307,600

２級 ２級 16 24.6 ２級 7

看護師
構成比(％)

4 6.0

職員数(人)

3.0 1

9.0

准看護師養成所卒

200,700

准看護師

194,700

209,800

２級

医療技術員

22.2

２級
22.2

級

１級

188,400

173,600

（円）

188,400

373,871

医師

職員数(人)

1

385,323
305,500

備考事務員医師

349,963
平 均 年 齢 （歳） 49.0 44.8 42.9 44.3

６級６級
計 10

150,600

１級
33.4

10.0

４級 ４級
8

１級
２級
３級
４級

一般会計の制度（注）

3

31.8

６級
9

2

11.1

令和３年１月１日 現在

計計

１級
18.2

6

100.0

7

２級18

4

67
2

22100.0 計

26.9 4

区 分
職員数(人) 構成比(％)級

医師
級

100.0

令和４年１月１日 現在

１級 1 10.0

313,790

医療技術員
事務員

（円）

299,348

大 学 卒
249,800

（13）

高 校 卒

176,700

医療技術員
区 分

（円） （円）

165,300

182,200

看護師

（円）

医師

2

218,100

看護師

40.0

（円）（円）

150,600

短 大 ２ 卒

212,600

200,700 177,400

192,400 166,400

4 40.0 ５級 5 7.5 ５級 2 9.1 ５級 1 11.1５級

准看護師

354,621

職員数(人)

６級

構成比(％) 級

３級３級

100.0



（級別の標準的な職務内容）

（注１）薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士及び管理栄養士をいう。

（注２）主任薬剤師、主任診療放射線技師、主任臨床検査技師、主任臨床工学技士、主任リハビリテーション技士及び主任管理栄養士をいう。

（４）昇給

（５）特殊勤務手当

78.8

主査

25,452 19,400 -

備考

助産師､看護師､准看護師

薬剤師等、栄養士

２級

薬剤師等(注１)、栄養士 薬剤部長

（人）

薬局長、技師長、
技士長及び栄養士長

事務次長

看護部長

事 務 員

医 師

１級

准看護師

栄養士

看護主任

備考

看 護 師

医 療 技 術 員

本

年

度

３級

医師医師

区 分

号 給 数 別 内 訳
6（人） 1

8

（人）

医師

班長

合計

院長、副院長

副看護部長､看護師長

区 分

比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）　　　　

8

（Ａ）

参事、事務長

65 25 9

54.5

（人）

81.8（％）

6

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

２号給

57 9

職 員 数 70

主事

３号給

26

１号給

10

昇 給 に 係 る 職 員 数

（％）

医師全職員

（人）

２号給

３号給

94.2

21

４号給

118

93

（Ａ）

14

（人）

1

（Ｂ）

医療技術員

代表的な特殊勤務手当の名称

82.9 100.0 100.0 64.0支給対象職員の比率（令和3年1月1日現在）

危険手当、医学研究手当、夜間看護手当、地域特別手当、健診等手当、分娩等手当、手術部勤務手当、
内視鏡手当、医師救急呼出待機手当、医師文書手当、医療技術職員手当、処遇改善手当

-

１号給 0

4

77,899

区 分

（％）

主任薬剤師等(注２)

10 1 6 2

495,873

87 5

11

医師

11

医師

助産師､看護師､准看護師

56 19

96.2

3 1

20.4

91.3 60.0

（人） 105 6（Ｂ）

90.0

0

0

51 20

（人）

96.1 8.7 4.2

支給対象職員１人当たり支給月額 （円）

４号給

（人）

前

年

度

115

（人）

80.8

6

（人）

81.4

79

職 員 数

比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）　　　　 （％）

（人）

給料総額に対する比率

看護師

６級

69 26

主任

４級

（14）

-

５級

看護師 医療技術員 事務員

7

1

10

事務員



（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

その他の加算
措　 置 　等

4.300

（月分）
最高限度額20年勤続の者

（月分）

（月分）

47.709

47.709 47.709
定年前早期

退職特例措置
（2％～20％加算）

区 分 差異の内容

扶 養 手 当

前 年 度 2.225

（月分）

一般会計の制度

定年前早期
退職特例措置

（2％～20％加算）

区 分
（月分）

備考

備考

25年勤続の者

本 年 度

24.586875

4.300

33.2707524.586875

2.150

同　じ

区 分

2.225

47.709

12月（月分）

支給期間別支給率 支給率計

4.450

2.150

住 居 手 当 同　じ

通 勤 手 当

2.150

33.27075

2.150

支 給 率 等

35年勤続の者

同　じ

一般会計の制度との異同

６月（月分）

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

備考

（15）



固定資産

有形固定資産

土地

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

器機備品

減価償却累計額

車輌

減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

電話加入権

無形固定資産合計

投資

修学資金貸付金

投資合計

固定資産合計

流動資産

現金・預金

未収金

貸倒引当金

貯蔵品

流動資産合計
資産合計

10,300,000

２．

2,633,610,845

2,943,853,775

(３)

(２) 306,961,413

1,795,200

イ

(１) 31,027,151

10,300,000

イ

0

8,538,053

1,433,010,647

2,634,948,328

令和4年度　串本町病院事業予定貸借対照表

9,398,896

ロ

260,709,331

2,621,515,645

1,172,301,316

860,843

ニ

84,194,520 29,486,028

資 産 の 部

１．

310,242,930

1,795,200

113,680,548

17,122,889

ヘ

ホ

円 円

1,829,602,985

イ

805,345,343

(１)

円

（令和5年3月31日）

円

(２)

(３)

ハ

262,092,89044,868,523

500,856,458

（16）



固定負債

企業債

建設改良等企業債

その他企業債

企業債合計

引当金

退職給付引当金

固定負債合計

流動負債

一時借入金

未払金

企業債

建設改良等企業債

その他企業債

企業債合計

引当金

賞与引当金

共済組合負担金引当金

引当金合計

預り金

流動負債合計

繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負債合計

775,165,965

8,939,229

199,019,897

円

(１)

ロ

(３)

イ

69,371,000

イ

円

11,334,000

(５)

ロ

(２)

58,037,000

(４)

(１)

(１)

３．

809,463,728

1,698,220,105

923,054,140

1,008,483,625

イ

(２)

４．

69,904,026

0

５．

56,450,900

ロ

(２)

56,450,900

負 債 の 部

261,066,695

2,249,055,360

イ

50,012,980

19,891,046

112,852,440

円

1,064,934,525

（17）



資本金

自己資本金

資本金合計

剰余金

資本剰余金

町補助金

資本剰余金合計

利益剰余金

減債積立金

前年度繰越利益剰余金

当年度純損失

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計
負債資本合計

116,985,109

イ

イ

237,762,396

(１)

資 本 の 部

△ 213,786,913

116,985,109

791,600,219

６．

(２)

７．

ロ

ハ

23,775,483

△ 96,801,804

200,000

791,600,219(１)

円

694,798,415
2,943,853,775

円 円

（18）



医業収益
入院収益
外来収益
その他医業収益

医業費用
給与費
材料費
経費
減価償却費
資産減耗費
研究研修費

医業損失

医業外収益
(１) 受取利息配当金
(２) 他会計補助金
(３) 県補助金
(４) 負担金交付金
(５) 患者外給食収益
(６) その他医業外収益
(７) 長期前受金戻入

医業外費用
支払利息
患者外給食材料費
雑損失

経常利益

特別利益
特別利益

特別損失
特別損失

当年度純利益
前年度繰越欠損金
当年度未処分利益剰余金

1,653,764,685

80,085,000

1,000,000

３．

円

(２)

(４)

288,869,547

14,039,317

(３)

(１)

(１)

（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）

１．

59,608,000

(５)
(６)

(３)

２．

538,378,204

116,692,465

189,005,000

1,049,260,181

令和3年度　串本町病院事業予定損益計算書

(２) 487,812,039

円

1,174,043,296

57,189,717

2,727,145
69,817,332 87,993,526 450,384,678

80,965,200

1,767

５．

(２)
(３)

0

0 0

(１)

４．

(１)

６．

(１)

193,525,000

0 0

15,449,049

23,775,483

80,965,200

（19）

2,114,120

166,530,000

4,255,954 2,023,184,163

369,419,478

388,485,366

円



固定資産

有形固定資産

土地

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

器機備品

減価償却累計額

車輌

減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

電話加入権

無形固定資産合計

投資

修学資金貸付金

投資合計

固定資産合計

流動資産

現金・預金

未収金

貸倒引当金

貯蔵品

流動資産合計
資産合計

（20）

1,894,165,985

1,795,200

470,366,625
3,211,688,834

(１) 150,039,317

7,300,000

2,741,322,209

(３) 17,223,889

(２) 347,364,942

44,261,523 303,103,419

(３)

２．

(２)

イ 7,300,000

2,732,227,009

ホ 9,398,896

8,247,053 1,151,843

イ 1,795,200

ヘ 0

ニ 1,379,558,102

1,078,494,316 301,063,786

ハ 112,771,457

77,782,520 34,988,937

円

１．

740,782,343

ロ 2,634,948,328

イ 500,856,458

円 円 円

(１)

令和3年度　串本町病院事業予定貸借対照表
（令和4年3月31日）

資 産 の 部



固定負債

企業債

建設改良等企業債

その他企業債

企業債合計

引当金

退職給付引当金

固定負債合計

流動負債

一時借入金

未払金

企業債

建設改良等企業債

その他企業債

企業債合計

引当金

賞与引当金

共済組合負担金引当金

引当金合計

預り金

流動負債合計

繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負債合計

（21）負 債 の 部

４．

278,168,364

105,821,435

0

93,288,700

2,326,387,023

(１) 1,654,183,105

(２) 708,426,965

945,756,140

５．

70,119,000

(５) 8,939,229

ロ 11,437,000

(４)

イ 58,682,000

(３)

イ 85,932,378

ロ 19,889,057

(１)

(２)

イ 54,574,868 54,574,868

ロ 218,910,943

1,047,887,651

(２)

1,102,462,519

(１)

イ 828,976,708

円 円 円

３．



資本金

自己資本金

資本金合計

剰余金

資本剰余金

町補助金

資本剰余金合計

利益剰余金

減債積立金

前年度未処理欠損金

当年度純利益

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計
負債資本合計

885,301,811

760,600,219

80,965,200

(２)

57,189,717

100,726,109

200,000

3,211,688,834

23,975,483

124,701,592

ハ

イ

ロ

イ 100,726,109

７．

(１)

６．

(１) 760,600,219

資 本 の 部

円 円 円

（22）



注記

Ⅰ．重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数 該当資産なし。

（３）リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法による。

２　引当金の計上方法
（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。
（２）賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
（３）共済組合負担金引当金

（４）貸倒引当金
債権の不納欠損に備えるため、過去の収納率により、回収不能見込額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　重要な非資金取引 特になし。

Ⅲ．予定貸借対照表関連
（１）企業債のうち一般会計が負担する額

　　企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む｡）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は584,888,544円である。
（２）賞与引当金の取崩し

　　当年度において、期末勤勉手当として170,713,000円を支給する予定のため、賞与引当金を58,682,000円取り崩すものとする。
（３）共済組合負担金引当金の取崩し

　

建物　18～39年　　　構築物　10～15年　　　器械備品　3～20年　　　車両　4～6年

職員の期末手当及び勤勉手当に係る共済組合負担金の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上し
ている。

当年度において、期末勤勉手当に係る共済組合負担金として33,516,852円を負担する予定のため、共済組合負担金引当金を11,437,000円取り崩すも
のとする。

(23)


